
○美濃加茂市特別簡易型総合評価落札方式実施要綱 

平成２８年４月１日 

告示第５８号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、美濃加茂市が発注する建設業法（昭和２４年法律第１００号）

第２条第１項に定める建設工事（以下「工事」という。）のうち、美濃加茂市事

後審査型条件付き一般競争入札実施要綱（平成２８年美濃加茂市告示第６０号。

以下「事後審査型入札要綱」という。）に基づく一般競争入札（以下「事後審査

型入札」という。）において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第

１６７条の１０の２の規定に基づき、価格だけでなく、入札参加者の施工能力、

信頼性及び社会性等を一体として評価し落札者を決定する方式（以下「特別簡易

型総合評価落札方式」という。）の実施に当たり、必要な事項を定めるものとす

る。 

（対象工事） 

第２条 特別簡易型総合評価落札方式により入札を行うことができる工事は、設計

金額が３，０００万円以上の工事とし、市長が美濃加茂市指名業者選定委員会要

綱（昭和４８年美濃加茂市訓令甲第９号）第２条の美濃加茂市指名業者選定委員

会（以下「委員会」という。）に諮り、これを決定するものとする。 

（入札手続） 

第３条 特別簡易型総合評価落札方式により行う入札について、この告示に定めの

ない事項については、事後審査型入札要綱によるものとする。 

（対象工事等の周知） 

第４条 特別簡易型総合評価落札方式により入札を行うときは、あらかじめ事後審

査型入札の公告において、次に掲げる事項を明示するものとする。 

(1) 特別簡易型総合評価落札方式の対象工事であること。 

(2) 評価項目及び評価基準並びにその配点に関すること。 

(3) 技術評価に関し提出しなければならない書類の有無 

(4) 落札者の決定方法 

(5) 総合評価の結果に関することを公表すること。 

(6) 総合評価について疑義の照会ができること及びその期限 

（実施の適否及び評価基準の決定） 

第５条 特別簡易型総合評価落札方式により入札を行うことの適否及び評価基準そ

の他必要な事項を定めようとするときは、市長が、あらかじめ２人以上の総合評

価アドバイザー（以下「アドバイザー」という。）の意見を聴取し、その結果を

委員会に提出し、委員会の審議を経て行うものとする。 

２ 委員会の審議により、落札者を決定しようとするときに改めてアドバイザーの

意見を聴取する必要があるとの審議結果となった場合は、当該落札者を決定しよ



うとするときには、改めてアドバイザーの意見を聴取しなければならない。 

（総合評価の方法） 

第６条 特別簡易型総合評価落札方式における評価は、次に掲げる方法により行う

ものとする。 

(1) 技術評価は、項目ごとに評価に応じ得点を与える。 

(2) 技術評価の各項目に対する得点配分は、工事ごとにその必要度及び重要度に

応じて定める。 

(3) 価格評価点は、入札価格を予定価格で除したものを１から減じ１００を乗じ

て得た数値とする。 

２ 価格評価点に技術評価の各項目で得た得点の合計を加算した数値を、総合評価

値とする。 

（技術資料の提出） 

第７条 特別簡易型総合評価落札方式による入札に参加しようとする者（以下「入

札参加者」という。）は、事後審査型入札要綱第５条の規定により事後審査型条

件付き一般競争入札参加申請書を提出する際、特別簡易型総合評価落札方式に関

する技術資料（様式第１号）に特別簡易型総合評価落札方式の評価表（様式第２

号）を添付し、市長に提出しなければならない。 

（落札者の決定） 

第８条 特別簡易型総合評価落札方式により入札を行った場合の落札者は、予定価

格の制限の範囲内にある総合評価値の最も高い者とする。 

２ 総合評価値の最も高い者が２人以上あるときは、これらの者にくじを引かせて

落札者を決定する。 

（評価結果等の公表） 

第９条 特別簡易型総合評価落札方式により行った入札の評価結果等は、工事の請

負契約等に係る入札結果等公表要綱（平成１１年美濃加茂市訓令甲第５号）第３

条に基づき公表するものとする。ただし、入札参加申請をした者から提出された

書類等は、公表しないものとする。 

２ 入札参加者は、公表された自らの技術評価点について疑義がある場合は、落札

者が決定した日から３日以内に疑義の照会ができるものとする。 

３ 前項の照会があったときは、アドバイザーの意見を聴取し、委員会において審

議を行い回答するものとする。 

４ 委員会は、前項の回答のために必要であるときは、アドバイザーを委員会に出

席させることができる。 

（アドバイザーの選任） 

第１０条 第５条の規定に基づき意見を聴取するアドバイザーは、学識経験を有す

る者のうちから、市長が委嘱する。 

２ アドバイザーの任期は、委嘱した日から当該日の属する年度の３月３１日まで



とし、再任を妨げない。 

（アドバイザーの報償） 

第１１条 市長は、アドバイザーに対し、予算の範囲内において謝金を支払うもの

とする。 

（秘密の保持） 

第１２条 アドバイザーは、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。

また、その職を退いた後も同様とする。 

（庶務） 

第１３条 この告示に関する庶務は、経営企画部財政課において処理する。 

（委任） 

第１４条 この告示に定めるもののほか、特別簡易型総合評価落札方式により行う

入札に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月２４日告示第２４号） 

この告示は、公布の日から施行する。 



 



 



様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

 


